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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１５８　　２０１２年　４　月　１２　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
国の２０１２年度予算成立　ーー消費税増税が前提ーー　　　ｐ４月４日、一般会計総額９０兆３３３９億円の予算案は参院本会議で採決され、日本共産党や自民、公明など野党の反対多数で否決されました。その後、両院協議会が開かれ不調に終わりましたが、憲法の衆院優越規定により成立しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党が予算案に反対した理由は、第一は、「社会保障・税の一体改革」と称して、消費税１０％への大増税法案を成立させようとしている。これは、国民生活に深刻な打撃を与え、経済も財政も破壊するからです。　　第二は、消費税増税は、社会保障のためといっているが、「一体改革」では、社会保障の切り捨てが目白押しになっている。年金支給は、特例水準の解消、物価スライドを口実に、過去最大の削減をし、後期高齢者医療制度・介護保険制度の保険料は大幅に値上げをし、高齢者の生活を直撃します。民主党の看板政策だった「子ども手当」は廃止され、手当を大幅に削減する一方で、年少扶養控除廃止による住民税の増税、児童扶養手当の削減など、子育て世代に厳しい予算となっています。　　　　　　第三は、外需依存の「成長戦略」である大企業の利益最優先の経済政策は、すでに破綻している。国民の所得を増やし、内需主導の経済政策に転換するために、人間らしい労働のルールの確立、本格的な中小企業振興策の実施、食料自給率の向上と農林漁業の再生など、抜本的な対策をすすめるべきです。日本の農業に壊滅的打撃を与え、地域の雇用と経済を破壊するＴＰＰ（環太平洋連携協定）への参加はやめるべきです。アメリカは、金融・保険、医療など、あらゆる分野での市場開放を求めています。これでは、国民生活と安全を脅かされます。　　　　　第四は、沖縄の米軍普天間基地問題で、辺野古への新基地建設を沖縄県民の総意をふみにじって押し付けようとしている。しかも政府が強行した環境アセス評価書は、その内容がきわめてずさんで、事業そのものに重大な疑惑があります。グアムへの米軍基地建設経費の負担は中止すべきです。　　第五は、福島第１原発事故から１年たった今も、東電と国は被災者への全面賠償に背を向け、除染も進んでいない。原発事故の収束、損害の全面賠償、電力の安定供給と再生可能エネルギーの急速な普及のためには、東電とメガバンクなど利害関係者に責任と負担を求めるべきです。事故原因の究明もないままでの原発再稼働は絶対認められません。　　　　　　　　　　　（山下よしき議員の参院予算委員会での反対討論より要約）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　
中学校の体育で柔道が必修化　安全第一で
今年から中学校の学習指導要領で「武道」が必修化されました。安全な指導、事故防止策の確立が求められています。礼儀や公正な態度を学び、日本の伝統文化に触れるのが狙いと言われています。全国的には柔道の選択が大半を占めていますが、保護者からは不安の声が広がっています。医師や専門家からは、基礎体力づくりの徹底や生徒の能力に応じた指導が必要と指摘されています。

文部科学省は３月９日、全国の教育委員会に対し、授業での安全が徹底されるよう指導者や指導計画の見直しを要請するとともに、教員向けに安全管理の手引書を作成し、全国の中学校に配布しました。その中では、多くの生徒が初心者であることを踏まえ、段階的な指導を求めた上で、「頭を打たない、打たせない」ための受け身の練習の徹底を強調しています。岡山県では頭部を守るヘッドギアを配置し、三重県では派遣可能な指導者を登録する人材データバンクを作成中です。

特に、女子は技術が未熟なだけでなく、男子に比べて筋力が弱いなどの特性を考慮する必要があり、女子に焦点を絞った安全策を講じることも重要です。（４月２日日本経済新聞より要約）

桑名市では、武道教育の目的を、生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する事と捉え、柔道を選択し、３年前から準備を進めてきました。今年の後期（１１月頃）より実施予定です。４月の先生の人事異動で各校の責任者も決まり、４月に県の教育委員会の講習会が行われ、５月には市独自の講習会も開催されます。安全面からも民間の桑名柔道会や医師会の先生方にも協力してもらえる体制を整えつつあります。又、８月には、けが防止や医学的な研修会も予定しているそうです。（裏面に成徳・光風中学校の写真）
ご意見があれば、日本共産党桑名市議団まで声をかけてください。

日 本 共 産 党  　大 演 説　会

日時　　　５月４日（祝日・金）午後１時３０分～

場所　　　四日市市文化会館　第１ホール

弁士　山下よしき参院議員（２０１２年度予算で反対討論）

桑名市内各所（伊賀町診療所、星川・民主商工会）からバスが出ます。
日本の未来にリニア新幹線は必要なのだろうか。
リニアは止まらない（３氏が意見）朝日新聞（４月６日）「耕論」より
堺屋太一（作家・経済評論家、橋下大阪市長の特別顧問）さん
国民的な夢になって欲しい。官僚主導の一極集中政策が地方の衰退を招いた。国土総合プロデュースを同時に行ってこそリニア効果が大きくなる。大阪まで同時着工すべき。今のリニア構想は技術屋の発想から抜け出していないと一部批判。
橋山禮治郎（千葉商科大客員教授）さん
優先すべきは、在来新幹線の超耐震工事。全線開通の時には日本の人口は３０００万人減少している。（どれだけの人が利用するのか。）地下トンネル走行の安全性、南アルプス直下の難工事、自然破壊、緊急時の乗員体制、地下からの避難体制、大量の電力消費、電磁波の人体への影響など不安が沢山ある。「需要があるはず」、「事故があるはずはない」、という「はずプロジェクト」という甘い見通し。ドイツでは、政府が、一度決めたリニア計画を、採算性・利便性・連結性等から見直し、撤退を決めた。日本にも政治主導が欲しい。
関川夏央（作家・評論家）さん
リニアは汽車でなく飛行機です。鉄道ファンは反応しない。旅情とは縁がない。人口の３分の１が６５歳以上の社会で、東京、大阪間を６７分で往来したい人がどれだけいるのか。ＪＲ東海単独でなく国や他の交通機関と共同で建設・運営していく方がより効率的であり、それが本筋ではないか。
【私の意見】やっぱり、止めるべきではないか。マスコミも動員した世論つくりが必要です。三重県内でも亀山（１県１駅の候補地）だけの問題ではありません。
長良川河口堰　　一日も早い開門調査を
長良川の河口に１９９４年に竣工された長良川河口堰。この長良川河口堰をめぐっては、自然環境・漁業への悪影響や堰の必要性（治水と利水目的）への疑問、など、長年さまざまな議論がされています。こうした中、失われた自然環境や漁業を取り戻すために、堰の開門調査を求める声が高まりました。そして、２０１１年に開門調査をマニフェストに掲げた大村愛知県知事と河村名古屋市長が当選したことによって、開門調査に向けた現実的な動きが始まりました。 愛知県は開門調査の是非を検証するプロジェクトチーム（ＰＴ）を設置。さらにＰＴの下に専門委員会がつくられ、この専門委員会は「５年以上の開門調査」を提言する報告書を提出しました。しかし、開門調査を行うのに必要な、流域の三重、岐阜の両県と国などの同意が得られていません。　　　（長良川市民学習会ホームページより）
４月１日に一日も早い開門調査を求めてきた長良川市民学習会は、ＰＴ委員を務めた蔵治光一郎さんと魚類生態研究者の向井貴彦さんを講師に、開門調査を実現させるために、今の状況をどう考えたらよいのか、今できることは何か、などを考える学習会を開催しました。 蔵治先生は、愛知県の検証を報告しながら「河川官僚は『河川を統治できるのは自分たちだけだ』と思っており、選挙では河川行政は変えられない。市民、議員の意識が高い事を見せ続けなければ、職員も動かず、知事も動きにくくなる。」といわれた。向井先生からは、「長良川河口堰による生態影響で汽水の動植物の生息場ほとんどが失われた。感潮域面積が減少。伊勢湾奥部の生態系全体の問題であり、流域全体の自然についての問題である。」と報告され、英虞湾で干潟再生が行われている事を紹介された。粕谷教授からはアンダーフロー（フラッシュ）はへドロの発生を速めると言う発言があった。
原発「再稼働基準」最終決定　事故原因未解明のまま　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ政府は、野田首相と枝野経済産業相、細野原発事故担当相、藤村官房長官の４大臣会合を開き、定期点検などで停止中の原発の再稼働の前提となる安全基準を決定しました。基準は、①地震や津波による全電源喪失を防止するための対策ができているか、②ストレステスト（耐性試験）の１次評価結果を確認しているか、③電力会社に継続的な安全対策を実施する姿勢があるかを確認するもので、再稼働をするために作った基準でしかありません。決定された基準には新しい安全対策と呼べるものは何もありません。まず「再稼働ありき」では国民に信用されないのは当然で、政府は住民や自治体に再稼働を押し付ける態度を改めるとともに、原発からの撤退をこそ政治決断すべきです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ会見した枝野経産相は、基準作成の前提として東京電力福島第１原発の事故原因の「基本的な理解が得られた」と強弁し、再稼働を合理化しました。その一方で「原子炉の内部を見ることができない」として、原因究明ができたとする主張が成り立たないことも認めざるを得ませんでした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ今後、新たな基準は経済産業省原子力安全・保安院が関電大飯原発３、４号機に適用して確認、関電には安全性向上策の工程表提出を指示し、その回答を踏まえて、次回の閣僚会合で再稼働の妥当性を判断します。枝野経産相は福井県を訪れ、西川知事らに理解を求め、野田首相が最終的に再稼働を決めるといいます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ政府の基準決定に対しても住民や自治体は不安と不信を募らせています。政府は再稼働を押し付けるのではなく、そうした国民の声にこそ耳を傾けるべきです。
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成徳中学校の武道場（柔道場と剣道場）　　　　　 武道場のない光風中学校の投げ込みマット
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